
 
軽油引取税の免除措置の継続・恒久化を求める意見書 

 

農林水産業、製造業、運輸業等を営む事業者が使用する軽油に課税される軽油

引取税は、平成２１年度の税制改正において、同税が道路特定財源から一般財源

化された後も、課税による事業者への影響が大きいという政策的観点から、課税

が引き続き免除されてきたが、当該措置は令和９年３月３１日をもってその期限

を迎える。 

近年のエネルギー価格の高騰は、軽油が事業継続に不可欠な事業者の経営を圧

迫する大きな要因となっている中、この軽油引取税の免除措置は、事業者の経営

を安定させ、経営を支える重要な役割を果たしており、地域経済の維持・発展に

も大きく寄与してきた。 

免除措置が終了となれば、事業者にとって大きな負担となり、事業者の経営基

盤が弱体化し、事業活動の縮小や休止を余儀なくされるだけでなく、地域の雇用

や産業基盤の維持にも深刻な影響を及ぼすことが懸念される。 

よって国会及び政府は、地域経済を支える産業支援の観点から、軽油引取税の

免除措置を継続するとともに、その恒久化についても検討されるよう強く要望す

る。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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